
みよし市広報紙広告掲載要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、みよし市広告掲載要綱（以下「要綱」という。）及びみよし市広告

掲載基準に基づき、広報みよし（以下「広報紙」という。）に掲載する広告の募集及び

掲載に関し必要な事項を定めるものとする。 

（広告の種類） 

第２条 広報紙に掲載する広告は、広告掲載を希望する者（以下「申込者」という。）の

社名等を文字、写真、イラストレーション又はロゴタイプにより表示するものとする。 

（広告の規格及び掲載位置） 

第３条 広報紙に掲載する広告の規格等は、次のとおりとする。 

(1) 大きさは、１枠当たり縦4.8センチメートル、横8.6センチメートルとし、２枠まで

連結できるものとする。連結した場合の大きさは、縦4.8センチメートル、横18.0セン

チメートルとする。 

(2) データは、JPEG形式で記録し、指定サイズ100パーセントで解像度300dpi以上と

する。 

(3) 色は、シアン、マゼンダ、イエロー及び黒の４色刷りとする。 

(4) 広告の掲載枠数は、広報紙１号につき原則４枠とし、それ以上の申込みがあった場

合は、編集に支障をきたさない範囲の枠数とする。 

(5) 掲載位置は広報紙「みよしインフォメーション」の最下部とし、掲載順は市長が決

めるものとする。 

（広告の掲載期間） 

第４条 広告の掲載は１号単位とする。ただし、当該年度（４月号から翌年３月号）に限

り、複数号への広告掲載の申込みをすることができるものとする。 

（広告料の額） 

第５条 広告料の額は、１枠につき１号当たり15,000円（消費税及び地方消費税を含

む。）とする。 

（広告の募集） 

第６条 広告の募集は、広報紙、みよし市が公開及び管理するウェブサイト等で行うもの

とする。 

（広告掲載の申込み） 



第７条 申込者は、広報みよし広告掲載申込書（様式１。以下「申込書」という。）に広

告の原稿（電子データ及び紙面）等を添えて、希望する掲載号の２月前までに提出する

ものとする。 

（審査及び決定） 

第８条 市長は、前条の申込みを受付後、１月以内に広告の内容等について審査し、広告

掲載の可否を決定するものとする。 

２ 前項の審査の結果、その内容が適当であると認められるものが広報掲載の募集数を超

えたときは、次に掲げる順位により決定する。 

(1) 第１順位 公共団体、公益を目的とする事業を行う事業者その他これらに類するも

のが行う広告 

(2) 第２順位 事業者等のうち、市内に事業所又は住所を有する者が行う広告 

３ 前項の規定によっても広告掲載の募集数を超えたときは、抽選により決定するものと

する。 

４ 市長は広告掲載の可否を決定したときは、申込者に対し、広報みよし広告掲載決定通

知書（様式２）により通知するものとする。 

（広告料の納付） 

第９条 第8条第4項の規定により広告掲載の決定を受けた者（以下「広告主」という。）

は、市長が指定した期日までに広告料を納付しなければならない。 

（広告の変更） 

第10条 広告主は、申込書、添付書類等の記載内容に変更があったときは、広報みよし広

告掲載内容変更届（様式３。以下「変更届」という。）により、速やかに市長に届け出

なければならない。ただし、広告掲載の内容等は、広報紙発行日の1月前までに届け出

なければならない。 

２ 市長は、前項の変更届が提出されたときは、その内容を審査し、広報みよし広告掲載

内容変更決定通知書（様式４）により通知するものとする。 

（免責） 

第11条 市は、天災、事故等市の責めに帰さない理由により、広告の掲載をすることがで

きなかった場合は、その責めを負わない。 

（広告掲載の取下げ） 

第12条 広告主は、自己の都合により広告の掲載を取り下げることができるものとする。 

２ 広告主は、前項の規定により広告の掲載を取り下げるときは、広報紙発行日の１月前



までに、広報みよし広告掲載取下げ届（様式５）により市長に届け出なければならな

い。 

（広告掲載の取消し） 

第13条 市長は、要綱第９条の規定により広告の掲載を取り消したときは、広報みよし広

告掲載取消通知書（様式６）により通知するものとする。 

（広告料の還付） 

第14条 要綱第10条の規定により、広告料の還付を受けようとする広告主は、広報みよし

広告掲載料還付請求書（様式７）により市長に請求するものとする。 

２ 前項の規定により還付する広告掲載料は、掲載を取り消した号以降の納付済額の総額

とする。 

（委任） 

第15条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要領は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年６月１日） 

この要領は、平成23年６月１日から施行する。 

附 則（平成24年４月１日） 

この要領は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年２月24日） 

この要領は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月27日） 

この要領は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年５月13日） 

この要領は、令和元年５月15日から施行する。 

附 則（令和３年３月23日） 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月31日） 

 


